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事業主体会計区分

大事業

小事業

中事業

事業実施の
背景にある課題

事 業 目 的

事 業 概 要

事 業 費 (千円)

R02 R03 R04 R05活 動 指 標 (単位)

Ｋ Ｐ Ｉ (単位)

R06

R02 R03 R04 R05 R06

年間の事業に要する時間
(正職員/正職員以外)

予算額

決算額

目標値

実績値

目標値

実績値

実 績

効 果

活動指標分析
※目標値の達成
・未達成要因

ＫＰＩ分析
※目標値の達成
・未達成要因

実績から 年度
の事業の方向性

目指す姿

主要な取り組み

６つのまちづくり宣言 款項目

ＫＰＩ

目標年度

目標値
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11 都市計画事業

土木費 04 都市計画費 01 都市計画総務費

－ －

令和6年度

今後、人口減少、少子高齢化社会の時代が予測されており、中心市街地郊外では住
宅開発やスポンジ化が進展し、点在した公共施設の整備は非効率の点から行政サー
ビスの低下につながる恐れがある。厳しい財政状況の中、公共施設の老朽化対策、
整備は喫緊の課題である。そのために、公共施設をまとまって立地し、各地区を公
共交通、ネットワークで結び、生活利便施設を都市機能誘導区域に集中させ、コン
パクトなまちづくりを進める必要がある。

（１）対象（誰、何を対象にしていますか）
市民、都市計画事業等の推進及び国補助事業の活用

（２）目的（事業を行う事で、解決すべき課題がどのように改善されるのか）
都市計画マスタープラン、立地適正化計画に基づくまちづくり将来像、土地利用に
対する都市計画施設等の整備・開発、保全を推進する。計画的で秩序ある土地利用
を誘導する。
都市機能等を誘導区域内に誘導促進することにより持続可能な都市づくりを実現す
る。

・都市計画の決定及び変更
・立地適正化計画推進・運用（改正都市再生特別措置法）
・都市計画マスタープラン推進・運用
・国土利用計画法に基づく届出・調査
・地理情報システムの保守管理
・社会資本整備総合交付金等の活用
・都市計画事業の推進のために必要な情報収集
・都市計画基礎調査の実施

・立地適正化計画事業の推進及び届出制度運用
・都市構造再編集中支援事業の推進（国費活用）
・都市計画マスタープラン、区域マスタープランの推進
・都市機能誘導区域内に都市公園の再整備、道路のバリ
アフリー、道路拡幅事業の実施
・都市計画基礎調査の実施

市民が公共交通により生活利便施設に容易にアクセスできるよう定めた区
域において効率的な土地利用（コンパクトシティ）を誘導している。そし
て、老朽化したインフラ、公共施設の維持及び更新について選択と集中の
中、効率的に事業が推進できている。

都市構造再編集中支援事業完了に伴う事後評価を実施し、今後の都市計画
事業に役立てる。都市計画マスタープラン及び立地適正化計画に基づき、
持続可能な都市づくりを推進する。

立地適正化計画に基づく都市機能及び住民の誘導促進が少しずつ進んでき
ているため、美濃太田駅及び古井駅周辺の都市機能誘導区域内のまちづく
りに対する満足度の割合が高い（市民満足度調査の結果）

計画的に都市機能誘導区域や居住誘導区域内に、公共施設（保健センター
、保育園、道路、都市公園）の整備が図られている。

7,671 6,652 48,339 10,955 10,939

6,717 1,417 46,600 9,017

3 3 6 6 6

4 4 6 6

37.1 37.3 37.5 37.7 37.8

37.1 35.8 64.9 65.1

6,430 0

都市再生整備計画（都市構造再編
集中支援事業）
計画事業申請・採択件数

美濃太田駅、古井駅周辺に生活利
便施設があり、便利だと思う人の
割合（％）

R03

令 和 ５ 年 度 事 業 評 価 書
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事業実施の
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事 業 目 的

事 業 概 要

事 業 費 (千円)

R02 R03 R04 R05活 動 指 標 (単位)
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決算額

目標値
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実 績

効 果

活動指標分析
※目標値の達成
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ＫＰＩ分析
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34 景観保全事業

土木費 04 都市計画費 01 都市計画総務費

－ －

令和6年度

美濃加茂市は貴重な資源となる自然、文化、歴史があり、これら資源と共生し美濃
加茂市らしい景観を維持する必要がある。屋外広告物については、今のところ、老
朽化等により公衆に危害を及ぼす事例はないが、問題が生じないよう、管理者に適
正管理を促す必要がある。

（１）対象（誰、何を対象にしていますか）
市全域の集落、住宅地、工業地、商業地等の景観

（２）目的（事業を行う事で、解決すべき課題がどのように改善されるのか）
景観計画、屋外広告物条例に基づき各地域の特性ある景観を保全するまちづくりを
推進する。
保存樹の保全による緑化の推進、景観形成、自然保護等美濃加茂らしい良好な景観
を形成するため

・本市の良好な景観を保全､また地域の特性にふさわしい景観を形成する。
・景観計画、景観条例の運用、保存樹の保全、屋外広告物規制等の周知・啓発を行
う。
・景観保全団体との協働により景観形成を推進する。

景観条例・計画の適正運用
保存樹適正管理
屋外広告物規制の適正運用・啓発活動 １回

美濃加茂市景観計画に基づく、行為の制限の遵守、指導や屋外広告物にお
いては無届掲出物や違法掲出物が発生しないよう、啓発活動を行い、適正
な掲出、管理がされるよう推進する。その結果、良好な景観の維持につな
がるとともに、公衆に対しても危害を招く事故が抑制され、安全、安心な
まちを目指すものである。

新規及び更新時の屋外広告物違反等の是正、指導回数を減少させるために
は、未更新物件及び未申請物件の設置者に対して手続きの周知をしていく
ことで、適切に法手続きをおこなうよう指導を継続していく。

無届設置看板や野立広告物の維持管理状況を把握し、設置者に適正管理す
るよう注意喚起することで意識を高めてもらえた。

無届設置看板や野立広告物の維持管理状況を把握し、設置者に適正管理す
るよう注意喚起することで意識を高めてもらえた。

1,186 1,186 1,065 1,039 1,033

731 507 509 428

5 5 10 10 10

10 12 13 18

5 5 5 5 5

5 9 6 18

980 0

屋外広告物違反等指導回数（新規
・更新時）

屋外広告物違反広告物の是正件数

R03

令 和 ５ 年 度 事 業 評 価 書
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35 住宅管理事務

土木費 05 住宅費 01 住宅管理費

－ －

令和6年度

市営住宅は、住宅に困窮する低額所得者に対し、低廉な家賃で供給する住宅である
。入居対象者は低額所得者であるが、家賃を滞納することがないよう、関係者には
分納契約の締結、支払いの請求（面談、電話、文書送付）を行なう。入居者の家賃
支払いに対して公平性が欠けることのないよう、事務処理をおこない、家賃収納率
を向上させることが必要である。

（１）対象（誰、何を対象にしていますか）
市営住宅の入居者

（２）目的（事業を行う事で、解決すべき課題がどのように改善されるのか）
市営住宅使用料の滞納額の削減が図られる。

市営住宅に係る一般事務
市営住宅使用料の収納事務

市営住宅入居戸数 204戸/257戸
家賃収納率 98.2％

収納された家賃を財源とし、損傷している市営住宅の修繕を行っている。
施設の修繕を行うことによって、入居者に対して快適な住環境を提供する
ことにつながる。

家賃滞納者に対して、今後も督促、催告、面談、分納契約を行い、家賃支
払い請求、家賃徴収事務を継続する。滞納者へ早期に電話するなど高額滞
納を未然に防ぎます。

前々から入居してされている入居者の中で、家賃の支払いが滞っている状
態。現在は、現年分の家賃支払いを優先させているが、継続して過去年の
家賃支払いの請求を行っていく。

現年度の家賃収納率は一時的な家賃滞納者に対して細目な家賃支払い請求
（滞納整理など）を行うことで、滞納額が膨らまないように啓発してきま
したが、生活困窮者もいるため、未達成となっている。

436 431 431 328 523

402 174 337 258

99 99 99 99 99

98 98 99 98

99 99 99 99 99

93 93 94 95

1,956 0

現年度収納率

全体収納率

R03

令 和 ５ 年 度 事 業 評 価 書
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36 住宅保全管理

土木費 05 住宅費 01 住宅管理費

－ －

令和6年度

各市営住宅は、築造して30年以上が経過しており、老朽化が進んでいる。そこで、
長寿命化計画を平成29年に策定しているが、令和４年度には計画の見直しを行い、
住宅の耐用年数まで活用できるよう予防保全を目的とした、長寿命化工事を実施す
る必要がある。

（１）対象（誰、何を対象にしていますか）
市営住宅の入居者
（２）目的（事業を行う事で、解決すべき課題がどのように改善されるのか）
快適で安全な住宅環境を提供することができる。

市営住宅の適正な維持管理
市営住宅退去後の改修工事
長寿命化計画による大規模改修

入居者 ５戸
ハイツ矢田Ａ棟長寿命化改修工事 １棟

長寿命化工事の主な工種は、老朽化している外壁補修、屋根防水の補修、
貯水槽の取替であり、これら工事は国庫補助金を充当しながら施工してい
る。その結果、入居者に対して快適で安全な住宅環境を提供することがで
き、入居率の向上にも期待する。

老朽化した住宅について、順次、国庫補助金を充当しながら、長寿命化改
修工事を実施していく。また、市営住宅として利用が見込めないと予測さ
れる施設については、地域の方と共に、過去や今後の利用状況をみながら
、定住促進住宅への移行やその他の活用を検討していく。併せて、入居条
件の緩和（市内在住の連帯保証人の撤廃等）についても検討する。

高齢者の入居希望割合が高いことで、高層階の部屋を希望する方が少なく
なっている。また、入居募集の際、空き部屋の改修に多額の費用が発生す
るため、計画的に改修を行う必要があることから、入居者数の増加まで至
っていない。そのため、R６年度から目標値を変更する。

１年に２回（前期、後期）、市営住宅の入居募集を行い、毎回、新たな入
居者が応募している。生活困窮者への支援に繋がっている。

77,272 92,604 97,341 101,294 105,087

76,274 92,324 85,773 100,259

2 2 2 2 2

2 2 2 2

92 92 92 92 92

83 83 78 79

954 0

住宅周知回数

住宅入居率

R03

令 和 ５ 年 度 事 業 評 価 書
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37 定住促進住宅管理

土木費 05 住宅費 01 住宅管理費

－ －

令和6年度

三和地区は人口減少が進んでおり、若い世代が少なくなっており、今後、地域のつ
ながりや活力の低下が懸念されている。

（１）対象（誰、何を対象にしていますか）
中学生以下の子がいる子育て世帯
（２）目的（事業を行う事で、解決すべき課題がどのように改善されるのか）
三和地区の人口減少を抑制することができる。

定住促進住宅が快適で安心な生活を提供できるように維持管理する。
また、退去後の改修工事を実施して新規入居者を受け入れる。

定住促進住宅全入居者 6世帯

・Ｒ6.3月末状況で入居者数6世帯/9世帯。随時ホームペ
ージで入居募集を行っている。
・イベントPR（つみきマーケット）定住促進住宅の入居
について（チラシ配布など）

三和地区の人口減少対策として、子育て世帯を対象に定住促進住宅への入
居を促進するため、令和４年度に対象戸数を6戸から9戸に条例改正を行い
、持続的で魅力あふれる、まちの活性化を図る。

空き室が発生した場合は、老朽箇所、損傷個所を予算の範囲内で修繕する
とともに、併せて随時、入居募集を行い入居率100％を目指す。
そして、三和地区の活性化につなげていく。

入居条件として、対象を子育て（中学生以下の子）世帯としていることか
ら、中学校を卒業する等のタイミングと重なり、R6.3月末状況で入居者数
6世帯/9世帯となっている。入学や夏休み明けの世帯での入居は想定され
、問い合わせもありますが、入居には至りません。

空き室が発生した都度、速やかに損傷個所を修繕し、入居募集を行い入居
率100％を目指す。

1,134 934 934 915 1,139

259 793 740 819

2 2 3 3 3

2 2 3 3

100 100 100 100 100

83.3 100 67 67

161 0

住宅募集案内回数

住宅入居率

R03

令 和 ５ 年 度 事 業 評 価 書
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